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1　はじめに
　「グローバリゼーション」という概念は，近年の日本自動車関連メーカーにおいて経営上の
最重要課題の一つとなっている。トヨタ，ホンダ，日産とい’った主要メーカーにおける2000
年代の海外生産台数は倍増し，2000年代後半以降は海外生産台数が国内生産台数を上回るま
でに至っている（Aoki　et　al．2011）。日本企業のグローバリゼーション，特に日本的生産シス
テムの海外現地化（ローカリゼーション）をテーマとした研究は，これまで日本のみならず
海外の研究者によっても多数行われてきている（安保編1994；Kenny－and　Florida，1993；小池
2008）。その一方で，海外現地経営のあり方を日本と他国の主要メーカー間で比較した研究は
驚くほど少ない。このような状況は，海外企業に対して日本企業の海外現地経営の実践につい
て多くのことを学ぶ機会を与える一方，日本企業に対して海外企業の実践を学ぶ機会を＋分に
与えては来てはいない。本研究は，日本とドイツ（あるいは広くヨーロッパ）における自動車
関連メーカーの海外現地経営のあり方を比較することを通じ，日本企業の海外戦略について有
益な示唆を提示することを意図している。
　日本とドイツに焦点が当てられる理由は，両国とも自国内に強力な生産システムとそれを支
えるマネジメント・システムを確立しており，それを海外に移転することは容易ではないと
いう主張と関係している。この主張は，企業競争力の源泉となるコア・コンピタンス（Hamel
and　Prahalad　1994）あるいは組織能力（Grant　1991，1996）は，それが構築されてきた背景（コ
ンテクスト）に埋め込まれている，という資源ベース戦略論（Bamey　1991）における一般的
な前提を根拠としている。このような状況において，企業はいかにして自国で築き上げてきた
組織能力を海外へと展開していくことができるのであろうか，すなわち経営のグローバル化
ということが本研究の大きな関心の一つとなっている。
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　その一方で，自国で築き上げてきたシステムを一方的に海外へと適用していく（悪く言えば
押し付けていく）スタイルの限界も指摘されてきている。これについては，ローカル企業にお
ける日本的方法と現地労働慣行との間のコンフリクト（Delbridge　1998），ローカル企業にお
けるローカルマネージャーと現地駐在員との間の意識や解釈上のギャップ（Elger　and　Smith
2005）など様々な要因がこれまで指摘されてきている。ここから，企業の海外現地経営におい
ては，進出先企業のローカルな事情を理解し，その特性を取り込んだ経営を展開していくこと，
すなわち経営のローカル化が必要であるということができる。そのようなローカル化の過程に
おいては，現地の人材を育成し，彼／彼女らへと権限を移譲していくということも不可欠となっ
てくる。さもなければ，海外生産が国内生産を上回るような状況において，依然として現地駐
在員のみに依存した経営を展開することを余儀なくされてしまう可能性が高い。
　以上から，グローバル化とローカル化との間の適切なバランス関係をいかにして確保してい
くか，ということがグローバルマネジメントの中核にあることが考えられる。本調査は，ブラ
ジルに進出している日系企業と欧州系企業におけるマネジメントのグローバル化とローカル
化に焦点を当てている。ブラジルを調査フィールドとして選んだ理由は，新興市場として大き
な注目を受けていることと同時に，アジア諸国とは異なり，欧州系企業が多くの歴史と優位な
ポジションを得ているという点にある。アジア諸国，とりわけ中国における自動車メーカーの
現地経営についての研究は，比較的多くのものがすでになされてきている（Aoki　2008；Taylor
1999）。欧州系企業との比較を通し，ブラジル日系企業の海外現地経営における問題点と課題
を浮き彫りにしていくことが本調査の大きな狙いの一つである。
n　調査概要
　本調査は，文部科学省科学研究費助成事業・基盤研究（C）「日本製造業におけるサプライヤー・
システムの国際比較研究」プロジェクト（201Z14年）の一環として実施された。本プロジェ
クトの主たる目的は，日本製造企業におけるサプライヤー・システムの有効性と限界を海外企
業との比較において明らかにし，グローバルマネジメントの今後のあり方について有効な示唆
を導き出すことにある。中でも大きな関心は自動車産業に置かれており，世界の2大自動車大
国である日本とドイッ（あるいは広くヨーロッパ）の自動車関連メーカーを中心にグローバル
マネジメントのあり方，とりわけ新興国における実態を比較することに焦点が置かれている。
このような大きな目的の下，2012年8月23日から9月8日の17日間においてブラジル（Rio
de　JaneiroとSao　PaUlo）現地実態調査が展開された。
　滞在期間中においては，現地3大学での研究者との交流，日系人を中心とするカイゼン・
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　コンサルティングのコミュニティ（AOTS）メンバーとの交流のほか，現地研究者の協力を
得て，現地自動車ディーラー2社（日系），現地自動車関連メーカー10社（日系4社，欧州系
6社）に対する訪問及びインタビュー調査を実施した。これら10社に対する調査項目は，1）
工場概況：設立からの経緯，生産プロセス，従業員数など，2）生産・現場管理：カイゼン活
動カイゼン活動サポートのあり方，ベンチマーキング・システム，3）素材・部品と設備の
管理：部品調達生産ライン，設備と金型，メンテナンスなど，4）人的資源管理：雇用と賃
金システム，人材開発システム，労働組合など，と大きく4つの項目から成り立っている。し
かしながら，現地調査においてこれら項目に対する回答を10社すべてから得られたわけでは
ない。2社については，インタビュー対応者が工場マネジメントに直接関与していないため，
十分な回答を得ることができなかった。以下では，回答が得られた8社（日系4社，欧州系4
社：うち3社がドイツメーカー）の調査結果を中心にレポートしていく。
皿　調査結果
1．調査企業
表1　調査企業の概要
日系企業 欧州系企業
」1 J2 」3 J4 E1 E2 E3 E4
設立 2000年代 1990年代1990年代 1990年代 1990年代 1950年代 1950年代 1950年代
企業形態 分工場 本社＋工場 本社＋工場 工場（本社捌） 分工場 ：1二場（本社捌） 本社＋工場 本社＋工場
業種 自動車部品 自動車部品 自動車部品 自動車 自動車（商） 自動車部品 自動車部品 自動車（商〉
企業規模 500人以下 500・1，000人500・1，000人3，000－4，000人500・1，000人1，000－2，000人6，000・7，000人10，000人以上
駐在員比率 3．3％ 0．6％ 0．8％ 0．7％ 0．1％ 0．1％ 2．0％ 0．4％
開発要員比率 0．0％ 0．0％ 0．0％ 3．0％（別） 0．0％ 0．0％ 5．0％ 4．6％
　表1は調査企業の概要を示している。まず設立年度をみると，日系企業は全て1990年代以
降であるのに対し，欧州系企業は分工場であるE1を除き，全て1950年代となっている。こ
れはブラジル自動車産業の歴史と大きく関係している。指宿（2010）によると，1950年代の
ブラジル政府による第一次自動車産業計画（First　Automotive　Regime：1956）がブラジル自動
車産業の歴史の出発点に位置づけられる。この時期の政府による優遇策により，VW，　Ford，
GMといった乗用車メーカー，　Mercedes－Benz，　Scaniaといった商用車メーカーが海外現地生
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産を開始した。その後1970年代にFiatが参入し，このVW，　Ford，　GM，　Fiatの4社がブラ
ジルにおける乗用車4大メーカーとしての地位を確立していくこととなる。2010年において
は，この4社で乗用車市場の約75％を占めている。これに対し，日系メーカーのブラジル市
場への本格参入は，1990年代の新規自動車産業計画（New　Automotive　Regime：1992）以降
である（指宿2010）。この優遇策を期にトヨタ，ホンダ，RenaUlt／日産，　PSAといったメーカー
が次々と参入し，現地生産を開始するに至った。しかしながら，後発企業であるこれらメーカー
の生産規模は2010年時点においても20万台以下であり，市場シェアも5％前後に過ぎない。
　以上にみられる事情は，企業規模とも大きく関係している。表1の日系企業の従業員規模は，
自動車メーカーで4，000人以下，自動車部品メーカーで1，000人以下であるのに対し，欧州系
企業（分工場を除く）は，自動車メーカーで10，000人以上，自動車部品メーカーで1，000人以
上の規模となっている。ここで特に自動車部品メーカーに視線を向けると，日系メーカーは日
系顧客1－2社と限られた顧客をターゲットとしているのに対し，欧州系メーカーにおいては，
欧州系はもとより，日系，米系と幅広く10社以上の顧客をターゲットとしていた。
　次に全従業員に対する駐在員の比率に目を向けると，歴史の浅い日系メーカーの方がやや割
合が高い傾向がみられる。日系メーカーにおいては，駐在員は全て日本人であり，日本以外か
ら駐在員を現地へと呼び寄せているケースは存在しなかった。それに対し，駐在員の比率が
2％と高いE3をみると，およそ120人いる駐在員の内で本社ドイッの出身者は約50人であり，
それ以外は世界各国から特定の技術分野における専門家を呼び寄せていた。また各企業におけ
るトップ（社長あるいは工場長）に目を向けると，日系メーカーの場合は，いずれも日本人駐
在員がトップを務めていた。それに対し，欧州系メーカーにおいては，E4以外の全てにおい
てローカルのブラジル人がトップを務めていた。ここから，日系メーカーよりも欧州系メーカー
の方がより人の現地化（ローカル化）に積極的であると考えることができる。
　最後に，完成車メーカーであるJ4とE4の比較を中心として，全従業員に占める開発要員
の比率について見ていく。日系メーカーのJ4は，これまで開発のほとんどは日本で行い，そ
の図面を現地で展開することにより，同一図面・同一品質を実現することを戦略の柱としてき
ている。しかしながら，この戦略では現地でポピュラーなモデルとの間で価格水準にギッヤプ
が生じるため，市場シェアを高めていくことはなかなか難しいという。一方E4については，
グローバルモデルとパワートレインの開発はドイッで行い，ローカルモデルの開発は現地で行
うという開発業務の分業体制を確立している。そうすることで，新興国の価格水準により適し
たモデルを現地で開発していくことを試みている。J4もローカルな価格水準により適った自
動車を開発するべく，今後は現地開発人材の増強を図っていく計画であるという。
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2．生産・現場管理
1）生産プロセスの管理
表2　生産プロセスの管理
・加工工程で作業者が担当するマシンの数は日本と同じであるが，ダイキャストの工程は日本では自動化している部分をブラ
ジルでは手作業としている。ダイキャストエ程と加工工程間の在庫は日本よりも多いレベル。
・作業標準などは日本が主体となっており，まだローカルスタッフに任せることはできない。現地の班長たちは生産管理版に
取組んでいる最中である。
・最終組立ラインはグローバル標準のものを用いているが，溶接は日本の自動化メインに対して，ブラジルはマニュアルメイ
　ンとなっている。
・現場管理は現地スタッフで回しており，日本人はサポーターとなっている。サブラインの変更は現地スタッフが実施してい
　る。
・溶接ラインについては，日本では自動化メインであるが，ブラジルはロボットとマニュアルの混在した半自動化ラインとな
っている。プレスはタンデムとトランスファーの双方を用いている。
・現場管理は現地スタッフで回しており，日本人はサポーターとなっている。
・生産システムは日本で開発されたグローバル標準のコンセプトを用いているが，溶接ラインの自動化率は30％と日本と比
べるとかなり低い。プレスではトランスファーではなくタヒデムを用いている。
・現場管理は現地スタッフで回しており，日本人はコーディネーターとなっている。
・生産システムはドイツで開発されたグローバル標準のコンセプトを用いているが，生産ラインはほぼ現地スタッフによって
開発されている。サブラインを用いることで中間在庫がゼロの一個流し生産をメイン組立ラインで実現し，現地の本社工場
　よりも効率的なラインを実現している。
・ドイツ人駐在員は品質部門に一人いるだけで，ほぼ全てを現地スタッフで管理している。
・世界の他の拠点では工程間にバッファー在庫を用意しているが，ブラジルでは材料から仕上げまで中間在庫なしの連続生産
ラインを実現している。このラインはイタリアで開発されたラインをべ一スに現地スタッフが自分たちで工夫を施したもの
　である。
・駐在員はアメリカとイギリスからの各1名（間接スタッフ）のみで，現場管理は全て現地スタッフによって管理されている。
・生産システムはドイツで開発されたグローバル標準のコンセプトを用いているが，その運用は各製品部門に委ねられている。
　ある製品ラインでは自動化の程度に応じて3つの標準タイプがあり，ここは最も自動化の低いラインを用いている。
・最初の作業標準はドイツで作られ，後はそれを現地で改良していく。現場管理はほぼ現地スタッフによって実施され，それ
　を世界中から駐在している専門家がサポートする仕組みが用いられている。
・生産システムはドイツで開発されたグローバル標準のコンセプトを用いているが，．生産ラインはほぼ現地スタッフによって
開発されている。ラインサイドにあった部品棚を全て別の階に移し，生産順序に合わせてkittingされた台車のみがライン
へと供給されてくるシステムを自分たちで開発している。
・トップレベルの管理者にはドイツ人が多いが，現場管理は現地スタッフが実施している。
　表2に示されているように，各メーカーとも本国で標準化された生産システムをそのままの
形でブラジルにおいて用いているわけではない。日系メーカーにおいては，日本では自動化メ
インのラインとしている部分をマニュアルとロボットのミックスという形でローカル化してい
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く戦略が採られていた。しかしながら，この様なコンセプトは，必然的に中間在庫水準の上昇と，
生産リードタイムの増加ということと結びついてしまう。これに対する理由としては，日本か
ら自動化設備をそのままブラジルに持ってきてもコスト競争力を出すことが困難である，とい
う意見が聞かれた。また，自動化を主体とするには量産規模が十分ではない，という事情も大
きく関与している。また日系メーカーにあっては，ラインコンセプトのほとんどは日本で開発
されたものを用いていた。
　これに対し，欧州系メーカーのEL　2は，世界最高水準のラインを目指すべく，中間在庫を
極力ラインから排除した連続生産ラインの導入を実現していた。E4も含めて言うと，これら
欧州系メーカーにおいては，本国からの援助や知識供与はあるものの，ラインコンセプトは現
地スタッフ主体で開発していた。生産プロセスが同じではないため直接の比較はできないが，
インタビュー対応者は在庫や生産性の水準は本国よりも優れたレベルであると自信を見せて
いた。E3については，ドイッ本国で自動化の程度に応じた3つの標準ラインを開発しており，
その一つ（最も自動化レベルの低いもの）を現地で用いていた。作業標準・手順の改善は現地
に委ねられており，山積みチャートを用いてラインバランスを改善するなど本格的なカイゼン・
メソッドが用いられていた。欧州系メーカーにほぼ共通して言えることであるが，本国で開発
されたグローバル標準としての生産システムを有しているものの，その運用についてはかなり
の程度現地に依存することとなっていた。たとえば，グローバルで共通の品質チェック項目が
適用されている一方で，現場での運用のあり方までに本国が大きく関与はしないというスタン
スが一般的であった。その一方で，日系メーカーの場合は，現地スタッフの知識はもとより行
動や態度など詳細な部分に渡って日本人が丁寧に指導するという方法が一般的であった。
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2）現場カイゼン活動
表3　提案制度と小集団活動
提案制度　　・まだ実施していない
小集団活動　・取引先の現地QC大会に向けて社内から1チームのみQCサークルを組織している。様々な部門の専門家
　　　　　　　でチームを組織している。
・実施している。効果額に応じた報酬を支払っている。｛圏人た対するタL－一ゲットは設定していない。昨年の
実績で1人年0．4件である。
・日本本社が実施するQCグローバル大会に向けてQCサークルを組織している。従業員のおよそ20％が参
加している。QCメソッドは現地スタッフ自身で教え合っている。
　　　　　　・実施している。金銭的報酬はなく表彰と記念品で報いている。年間ターゲットは1人2件である。ちなみ
　　　　　　　に日本のターゲットは1入月3件以上である。
小集団活動　・日本本社が実施するQCグローバル大会に向けてQCサークルを組織している。従業員のおよそ20％が参
　　　　　　　加しているが，その内の半数は間接スタッフである。QCメソッドは現地スタッフ自身で教え合っている。
提案制度 ・実施している。金銭的報酬はないが，社用車の貸出等の報奨を出している。あるショップでのターゲット
は年1人16件であった。
・QCサークルを定常的な活動として実施している。従業員の参加率はgo％である。代表は世界大会にも参
加する。サークル活動は昼休みなど正規の時間外に行われている。
　　　　　　・実施している。金銭的報酬は出していない。アイデアを実現するために生産技術と設備が作業者とコラボ
　　　　　　　レーションする仕組みを有している。
小集団活動　　・QCサークルのような活動はないが，班長を中心とする週2回の現場品質ミーティングはある。クロスファ
　　　　　　　ンクショナルなチームが1週間カイゼンのみに集中するカイゼン・ミーティングも実施している。
提案制度
提案制度
・実施していない。従業員が苦情を申し立てる提案ボックスは用意している。苦情に対する対応は食堂のボ
ードに張り出している。
・QCサークルのような活動はない。週2日午前と午後の計4回管理者と監督者の間で開かれるミーティング
でカイゼン活動の進捗状況を管理している。
・実施している。効果額に応じた報酬を支払っている。最高でBRL　2，000まで支払われる。ある部門では年
間の実施件数が3件であった。アイデアのみであればさらに数は多い。
・QCサークルのような活動はない。ある部門は取引先の自主研に参加し，生産エンジニアを中心にカイゼン
プロジェクトを組織している。
・実施している。金銭的報酬はアイデアの横取りなどの弊害を生んだため止めた。今は最高のアイデアに小
型車を提示している。年間のアイデア数は一人当たり1件以下である。
・QCサークルのような活動はない。クロスファンクショナルなメンバーによるプロジェクトベースのカイゼ
ン活動は実施している。山積みチャートや要因分析などのツールが用いられている。
　ブラジルの製造業においてカイゼンという概念は非常に広く流布している。サンパウロには
日系人を中心として組織されるカイゼン・コンテルテイングのコミュニティ（AOTS）があり，
彼らの中にはKaizen（Imai　1986）の著者である今井正明氏などから教えを受けた人物も存在
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する。訪問企業においても，日系，欧州系に関わらず，インタビュー対応者は全てカイゼン概
念を周知のものと受け止めており，今井氏や新技術研究所（現場改善コンサルティング）の中
尾千尋氏から直接教えを受けている企業も存在した（いずれも欧州系メーカー）。しかしながら，
日系メーカーと欧州系メーカーの間，さらには本国とブラジル企業との間にはカイゼンへの取
組に対して少なからぬ差異を認識することができる。
　まず表3の提案制度をみると，日欧それぞれにおいて4社中3社が実施していた。実施して
いなかった日系1社については，まだ設立後3年しか経過しておらず，提案制度を含むカイゼ
ンへの様々な取組の準備段階であった。それ以外の日系3社においては，最も規模が大きいJ4
のみが一人月一件以上（年16件）という日本と並ぶレベルのターゲットを設定していたが，そ
れ以外の2社はいずれも日本レベルに並ぶ提案を得られていたわけではない。青木（2011）の
過去の研究では，日本メーカーは平均年20件程度のカイゼン提案を受け取っていることが明
らかとなっている。また日本の提案制度では大きな額ではなくとも金銭的報酬を支払うことが
一般的であるが（青木2011），ブラジルで金銭的報酬を出しているメーカーは1社のみであった。
　欧州系メーカーにおいても4社中3社でカイゼン提案制度が実施されていた。この3社はい
ずれもドイツ系メーカーである。ドイツでは年間に出される提案の数は日本よりは少ないもの
の，提案に対してはその効果額を計算し，相応の金銭的報酬を支払うことが一般的である（青
木2011）。E3はドイッとほぼ同様のシステムを採用している一方，　E1と4は金銭的報酬を支
払ってはいなかった。E4によると，以前は金銭的報酬を支払っていたが，提案を受け取った
上司が部下の提案を自分の手柄として横取りするという事態が生じたため，金銭的報酬の支払
いを中止するに至ったという。
　小集団活動については，日系メーカーはいずれも日本と同様のQCサークルを実施していた。
しかしながら，日本でのQCサークルは全員参加型の活動として行われることが一般的であ
るが（青木2011），それと同等レベルの参加率を達成していたのはJ4のみであった。　J4以外
はいずれも参加率が20％程度あるいはそれ以下のレベルとなっている。J1以外の10年以上の
経験があるメーカーにおいては，QCサークルは現地スタッフによって組織・主導されており，
日本から特別な支援は受けていなかった。日系メーカーすべてに共通して言えることは，QC
サークルの大会（QCコンペ）に代表者を送り出していたことである。世界レベルの大会にお
いては，代表者は日本を訪問し，自らの報告に対して日本の専門家からの意見をもらったり，
他の拠点からのメンバーと意見交換したりするなどの機会が得られていた。
　他方，欧州系メーカーにおいては，QCサークルのような現場ワーカー主体のボトムアップ
的なカイゼン活動は実施されていなかった。欧州メーカー全てに共通する特徴は管理・監督者
主導の活動ということである。毎週のミーティングを通してアグションリストを作成し，定常
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的に進捗状況をチェックしていくE2のようなケースもあれば，定常業務から離れて特定のメ
ンバーが1週間カイゼン活動のみに集中して結果を出すE1のようなケースもあった。また多
くのケースにおいて，山積みチャート，要因分析（Ishikawa－diagram）といった専門的なカイ
ゼンッールが使いこなされていた。マネジメント主導であるからといって，現場ワーカーと管
理・監督者との間にコミュニケーションギャップがあるという話はどこからも聞かれていない
（欧州系と日系ともに）。むしろ共同でプロジェクトチームを組織し，カイゼンに取組むという
スタイルが一般的であった。ブラジルー般のマインドセットとして「自分たちで改善する」，「新
しいことに取組む」ということに対する積極的な姿勢を窺うことができた。
　いくつかの欧州メーカーのカイゼン活動について観察された問題点として，会社レベルの
PDCAと現場レベルのPDCAのリンクが弱いという点がある。ある欧州メーカーにおいては，
作業時間の短縮といった個人レベルの成果が会社レベルの成果と結びつくような仕組みがな
く，カイゼン活動の意義を個人が見出すことが困難な状況が生じていた。J3やE3のような企
業は，会社レベルのPDCAと現場レベルのPDCAをリンクすべく方針管理の定着を試みてい
た。J3においては，現地マネージャーに対し、自分自身で課の方針を作ることができるよう
なトレーニング機会を提供していた。マネージャーの成果目標（KPIs）と人事評価制度のリ
ンクは，この次のステップの課題となっていた。そうすることで，上から一方的に与えられる
目標ではなく，自らが構築した目標に対し，その達成についてマネージャーからのより大きな
コミットメントを得ることが可能となると思われる。上から一方的に目標が与えられるだけで
は，目標を達成する意義を現場に伝えていくというマネージャーの役割，すなわち会社レベル
PDCAと現場レベルPDCAの媒介者としての役割が弱くなってしまう可能性が高い。課長自
らが目標や方針を設定するこのような方法は，日本的アプローチをより強く反映していると考
えられる。
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3）グローバル・ベンチマーキング
表4　グローバル・ベンチマーキングと相互学習システム
ここの拠点はまだ参加していない。
・本社主導でグローバル・ベンチマークを実施している。その結果として問題が認職された場合は，日本やアメ
リカの地域本社からサポート人材がくる。
・他の拠点とベストプラクティスを共有する大規模なシステムは存在しないが，QCサークルの結果として実施
されたカイゼンは拠点間で相互に参考にできるようになっている。
・方針管理のシステムがあり，毎年日本本社へとレポートはしている。グローバルレベルのペンチマーキング・
システムは本社レベルで現在構築中である。
・GMP（Global　My　Position）という形で世界中の拠点をベンチマークしている。　ITシステムで世界中の拠点の情
報がシェアできるようになっている
・自分の拠点でどのような工夫をして問題を解決したかをrrシステムに載せている。これで世界中の拠点間でベ
ストブラクティスを教えあっている。また拠点間でお互いに工場見学もし合っている。
・グローバル標準生産システムの一環として本社がグローバル・ベンチマーキングを実施している。
・自社の他の拠点はもとより，ライバル企業，コンサルティングを通して日本的システムや他社のシステムなど
をベンチマークし，自らに最適なものを取り入れているe
・本社にはベンチマーキング専門のチームがあり，そこが毎月グローバル拠点間でKP㎏をペンチマークしてい
る。
・一ﾂの本部が全てを見るのではなく，特定の拠点が特定の技術や職能（設備，人材育成）に関するマザー工場と
なり，そこがグローバルで他の拠点をサポートするシステムを有している。
・グローバル標準生産システムが方針管理とリンクしている。これをベースに年4回世界の各拠点のベンチマー
キングを実施している。
・各製品分野で競争力の最も高い拠点がベンチマークの対象となる。いくつかの拠点間でパートナーシップを結
び，直接教え合うという仕組みを有している。
・グローバル標準生産システムの一環として本社がグローバル・ベンチマーキングを実施している。ドイツ本社
から評価者が来るのではなく，ブラジルに評価ができる人材を用意しており，彼らが本祉へとレポートする。
・ベストプラクティスをシェアするためのITシステムがあり，ドイツ本社がそれを維持・更新している。グローバル標準生産
　システムの一環として，QCDなど各領域でベストなカイゼンプロジェクトを毎年表彰する仕組みがある。
　表4には，各社におけるグローバル・ベンチマーキングと相互学習の仕組みがまとめてある。
全体的な傾向でいえば，ブラジル拠点のみならず，グローバルレベルでも規模が大きい欧州系
企業の方がベンチマーキングや相互学習のシステム構築に積極的であった。日系では，規模が
最も大きいJ4が体系的な取組を展開していた。これは日本本社のみが中心となり，ベストプ
ラクティスを他の拠点へと伝えていくという日本で一般的な手法とは異なるモデルである。ベ
ンチマーキング・システムで自らのグローバル拠点間でのポジションを認識し，自分より優れ
ている拠点がどのような取組を展開しているのかについて，そのカイゼン事例などをITシス
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テムを用いて相互学習することができる仕組みである。
　欧州企業においては，各社とも本社主導のKPIs評価システムと，拠点間学習を促進するグ
ローバルネットワークを構築していた。欧州企業において特徴的であったことは，本社から各
拠点という一方的な関係のみならず，各拠点間での相互学習ネットワークをより積極的に活
用していたことである。E3にあっては，すでにみたように本国のみならず複数の拠点からの
駐在員を活用していた。E2については，駐在員の数は少ないものの，世界の拠点間で得意分
野に特化したマザー工場を設定し，そこが他拠点のサポートを行うというグローバル分業型マ
ザー工場システムを活用していた。E1や4にあっては，ある拠点のメンバーが別の2つの拠
点で一定期間過ごすというグローバル人材育成システムを活用していた。それに対し，日本企
業のサポートシステムについては，日本から海外へのサポート人材の派遣，あるいは海外から
日本への研修という本国ベースのシステムが中心であった。
　まとめて言えば，本国以外の拠点間での人材交流，相互学習システムの活用という点におい
ては，欧州企業の方がより積極的であるといえる。一方で，日本企業はより本国日本に依拠し
たシステムを活用していた。これは，日本企業は本国日本を中心とする強力なサポートシステ
ムを発展させていると言い換えることもできる。
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3．素材・部品と設備の管理
1）素材・部品の現調化
表5　部品調達体制と素材・部品の現調化
部品調達体制
素材・部品の調達
・現地調遠した部品のコストや品質などの情報を日本に集め，日本で調達条件についての基準を作
　り，それをベースに調達する。
・アルミは現地で調達し，ダイキャストは現地で内製している。現調している部品は小物部品数点
のみであり，多くは日本とアメリカから調達している。
・グローバル調達品は日本にデータを集め，そこが全体最適という観点から調達先を判断している。
　ローカル調達品はローカルの判断で調達している。ロットやリードタイムなど価格以外の面も含
　めて現調の方が有利であれば，現地から日本へと逆提案することもある。
・機能部品はグローバル調逮品として日本やタイなどから調達している。プラスチック部品などは
現地で囲達している。
・願客支給品（CKD）以外の素材や部品の調達先はローカルで判断し，調達している。
・鉄は現地で調達している。部品のほとんどは内製か顧客支給品であり，現地で調達している部品
はプレス部品数点のみである。
・部品仕様，素材仕様，性能要件は日本で決定される。調達先については、グローバル部品は日本
で決め，ローカル部品はローカルで決めている。ローカル品についてはこちらから図面を出し，
VA提案を出してもらうようにしている。
・アルミや鉄は現調している。エンジンは現地で内製している。調達先は多い順にブラジル，目本，
タイ，アメリカとなる。現地では日系の関連部品メーカーから多くを調達している。
・ドイツで開発されたグローバルモデルとパワートレインはドイツで調達し，ローカルモデルのそ
れ以外の調達は現地で判断し，調達している。品質基準についてはVDAに依拠している。
・鉄は現地で調達している。グローバルモデルはドイツからCKDセットを調達している。エンジ
ンとトランスミッションはCKDセットを現地本社工場で組立てている。重要部品は現地ドイツ
メーカーから調達している。
・大きなサプライヤーに対しては，本社がサプライヤーの識別，ランク付け，フォローアップなど
を行っている。ローカルでの鯛達については，ローカルエンジニアが継続的にコストや品質で競
争力のあるローカルサプライヤーを探している。
・素材は現地で調達している。グローバルで共通して大規模に調達できるものは本社が調遠先と価
格を決めている。
・ある製品部門については，もともとCKD部品をドイツから調達し，組立のみを行っていたが，
最近では精密加工も現地で行うようにしている。
・部門によりけりであるが，全体として調達部品の40％は海外からの調達品である。EσUなどの
精密品はドイツから入れている。
・エンジン，トランスミッション，アクセルは本社で開発されCKD部品が送られてくる。それ以
外のローカル調達品は現地の責任で調達している。
・鉄の材料は現地で調逮し，製鉄は中国で行っている。全体の75％はローカルで調遠している。
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　表5から分かるように，日系，欧州系各メーカーとも，グローバル調達品とローカル調達品
と2系統の調達ルートを用意している。部品そのものでみると，鉄やアルミといった材料は日系，
欧州系に関わらずローカル調達となっている一方，精密品や機能品は本国から調達される傾向
が大きいことが窺えた。また概して言えば，日系メーカーより現地経営の歴史の長い欧州系メー
カーの方が現地調達率は高い。また，特に完成車メーカーについては，双方とも日系，ドイッ
系といった母国関連の部品メーカーから重要部品を調達する傾向が窺えた。特に，日系メーカー
についてはその傾向が強い。その一方で，パートレイン関係を一括してドイッからCKD調達
しているE4に対し，日本のJ4はエンジン内製工程を現地に有している。　E　4については，輸
入関税に関する制度変更の影響からエンジンの内製化の検討をしていた。しかしながら，加工
コストでドイッ本国よりも競争力を確保することが困難であるため，材料のみを現地で調達し，
加工を本国で行い，再び組立を現地で行うという可能性をも検討しているとのことである。
　すでに述べたように，鉄やアルミといった素材については，各メーカーともほぼ現地メーカー
からの調達となっていた。日系メーカーJ3によると，鉄の切り板はソリューション・ウジミ
ナスという南米No．1の現地鉄鋼メーカー・ウジミナス製鉄所傘下のコイルセンターから調達
していた。このウジミナス製鉄所には，新日鉄や三菱商事，メタルワンなどの日系資本も入っ
ており，鉄に関しては日本から輸入する必要はないという。J4もウジミナスから鉄を調達し
ているが，日本仕様に合わせた要求をすると，どうしてもコスト的に高くなってしまうという
問題を抱えていた。今後の戦略としては。台数を伸ばし，デュアルソース，トリプルソース化
を進めることでコストを安くしていく可能性を模索していた。E4によると，ブラジルでは電
気代が高いため，製鉄の工程で必然的にコストが高くなってしまうという。ゆえに，E4は鉄
の材料を現地で調達し，製鉄は中国で行うという戦略を採用していた。
　最後にサプライチェーン・マネジメントについて触れると，日本と同様のJITシステムの
実現は様々な制約から限られた範囲でのみ可能となっていた。日系完成車メーカーJ4におい
ては，シートや大型骨格部品など一部でのみ順立て納入を行い，ほとんどの部品は午前と午後
と1日2回のロット納入を行っていた。欧州完成車メーカーE1においては，サプライヤーパー
クに立地する5社との間では多頻度納入を実現する一方，多くの現地調達部品は倉庫へと供給
され，多頻度納入は倉庫と工場の問で実現されていた。倉庫内には平均4日分の在庫が保管し
てあった。しかしながら，生産ラインへの部品供給については極めてリーンなフローを実現し
ていた。小部品についてはラインサイドの部品箱は最大2箱までとなっており，1箱になった
段階で工場内物流に連絡が届く仕掛けとなっていた。さらに中型部品についてはKit供給シス
テムを用いた順立て供給が，大型部品についてはサブラインを用いたラインへの直接JIS（just－
in－sequence）供給が実現されていた。部品メーカーにおいては，日欧各メーカーとも相当レベ
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ルの在庫を倉庫に保管していた。これは一定レベルの輸入部品を用いていることに依存する。
輸入部品については輸送頻度のみならず，港湾ストなどの予期せぬ事情を考慮し，一定レベル
の安全在庫を持たざるを得ない。輸入部品に対しては、各社ともほぼ1ヶ月分以上の在庫は有
していた。ブラジル国内の搬送についても，予期せぬ渋滞やトラック事故などが頻繁に生じる
ため，一定レベルの安全在庫の必要性が窺われた。
2）股備と金型・治具の現調化
表6　設備と金型・治具の調達状況
・現在のところエンジニアリングを含む設備のほとんど全ては日本から輸入している。次のモデルか
ら設備の現調化を視野に入れている。
・金型も日本から輸入している。
・組立設備は日本で開発し，それを輸入している。溶接にっいては，現地特殊な設備であるため，現
地で開発している。
・溶接や組立で用いる治具については，日本で基本的なデザインをし，現地で製造している。
　　　　　　・プレスマシンは日本製か欧州製を用いている。溶接ロボットは日本から輸入している。現地製の設
　　　　　　　備は安定しないため用いていない。
金型・治具　　・金型や治具はほぼ日本で開発・製造したものを輸入している。最近は現地のエンジニアが現地メー
　　　　　　　カーを用いて治具を作り始めている。
・設備仕様は全て日本で決めている。溶接ロポットは日本から輸入している。機械加工や熱処理など
では現地の設備も使っている。
・金型は全て日本で設計している。プレス金型の製造は，昔は全て日本であったが，現在は現地でも
造っている。現在はローカルメーカーや中国，韓国などの活用を視野に入れている。
設備　　　　・組立設備はローカルで開発し，自分たちで導入している。
金型・治具　　・プレス金型はブラジルの本社工場で開発・製造している。溶接治具は現地で開発し，メーカーに製
　　　　　　　造を外注している。go％以上はローカルメーカーである。
金型・治具
・搬送ロボットは欧州製，カットマシンは日本製を用いている。これらは業界水準の設備である。炉
設備では現地で独自開発しているものもある。
・現地に金型・治具専門の部門があり，ほとんどの金型・治具はローカルで開発し，メーカーに製造
を外注している。
・ある製品部門では全ての設備はドイツで開発されていた。それを現地でドイツ人とブラジル人が共
同で組立て，その際，ドイツ人がトレーニングも現地で提供していた。
・自社内に100人規模の金型・治具専門の部門があり，ある製品部門ではそこが全ての金型・治具の
開発から製造までを行っていた。
設備　　　　・ローカル開発製品については設備仕様，生産ライン，金型など全てを現地で開発している。
金型・治具　　・自社内に300人規模の金型・治具専門の部門があり，そこが全ての金型の開発，製造を行っている。
　　　　　　　他メーカー向けの仕事も手掛けている。
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　表6には設備と金型・治具の調達状況がまとめてある。プレスや搬送などの大型設備ついて
は，日系，欧州系ともに業界水準の日本製や欧州製の設備を用いていた。溶接・組立設備など
について言えば，日系メーカーはほぼ日本で設計・開発した設備を用いていた。ただしJ2の
ようにマニュアルをベースとした現地特殊な設備を現地で開発しているケースも存在する。概
していえば，日系メーカーの現状は日本中心の設備に依拠しており，新規ライン立上げの際に
は多くのサポート人材を日本から呼び寄せていた。しかしながら，現地エンジニアによる設備
開発能力向上は，各社とも大きな課題であると考えていた。現地でコスト競争力を高めていく
ためには，現地開発能力の向上がキーとなるという認識は各社で共有されていた。欧州メーカー
について言えば，E1，4などの完成車組立メーカーにおいては，ローカルモデルの設備開発は
ほぼ現地で行われていた。E3はドイツ本国に強力なエンジニアリング組織を有しており，小
型ロボットのほとんどはドイッ自社製のロボットを用いていた。
　金型・治具について言えば，日系メーカーは設計・開発を日本で行い，それを日本で製造し
たものを輸入するか，現地で製造するというパターンであった。∫4のような大規模メーカー
にあっては，ここ数年で金型製造のローカル化を進めており，プレス金型の多くではすでにロー
カル製造となっていた。ただブラジル技術水準そのものの制約も存在する。J3によれば，ブ
ラジル国内のプレス加工はタンデムマシンが主流でトランスファーマシンはほとんど存在しな
い。そのため，トランスファー金型のノウハウが現地に蓄積されておらず，日本に頼らざるを
得なくなってしまうという。それに対し，欧州系メーカーについては，金型の開発，製造はほ
ぼ全てローカルとなっていた。E1，2のように自社で設計・開発を行い，それを現地メーカー
へと委託するケースと，E3，4のように自社内で一貫して設計から製造まで手掛けているケー
スが存在する。ただしここには政府の規制が絡んだ複雑な事情が関与している。E4によると，
1972年の政府規制により，金型は全て自社内で調達することが義務付けられ，その際に多く
のメーカーが自社内で金型を調達できる体制を整えたという。E4においては，その後の規制
の変化に際して金型製造の外注化を考えたが，組合の事情により内製として残さざるを得な
かったという。E4の調達マネージャーは，費用対効果で考えれば，外注にした方が競争力は
高いと話している。
　最後にメンテナンスについてであるが，日系，欧州系ともにほぼ全て現地で行っていた。大
型汎用設備については，ブラジル国内にある日系・欧州系設備メーカーの現地オフィスや駐在
員からのサポートを得ていた。金型については，各社ともほぼ自社内でメンテナンスを実施し
ていたが，一部現地の金型メーカーに外注している場合もあった。いずれにしても，本国から
メンテナンス向けの特殊なサポートを受けているという事例は見られなかった。E2のように
現地で独自の連続ラインを開発した場合，設備故障の予防は極めてクリティカルな問題とな
／
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る。E2にあっては，それに対処するため，作業者とメンテナンスが相互にチェックをする独
自のTPMシステムを発展させていた。組織も生産マネージャーがメンテと生産の双方に責任
を持つという体制を有していた。これらのシステムは本社主導ではなく，ローカル主導で進め
られたものである。概していえば，歴史の長い欧州系の方が予防保全の方法をより発展させて
おり，チェックドキュメントや見える化により積極的に取り組んでいた。E3のように変化点
管理ミーティングを毎週開催しているケースも存在する。
4．人的資源管理
1）雇用と賃金システム
表7　雇用と賃金システム
従業員の定着性 短期雇用者の比率 賃金・評価システム
J1 年約25％の移動率 約17％ 試行錯誤しながら構築中
J2 全体として日本より悪い 約25％ 従業員全員を対象に人事考課
」3 スタッフ：日本より悪い；労働者：日本とほぼ同じ 約9％ スタッフを対象に人事考課；労働者は職種別賃金
J4 スタッフ：日本とほぼ同じ；労働者：日本より悪い 0 従業員全員を対象に人事考課
E1 移動率は年1％以下 0 管理職は成果の達成度で評価
E2
移動率は年約10％ ほぼ0 管理職は成果の達成度，それ以外はコンピタンスモデル
?ﾗ一スに評価
E3 現長クラスで年約5％ NA 管理職は個人成果と企業成果のミックスで評価
E4 年約1．5％ 約8％ 管理職は成果の達成度で評価
　表7の従業員の定着性をみると，比較可能なデータを全てから得られているわけではないが，
欧州系よりは日系の方が定着性が低い傾向がみられる。これは，欧州系企業の方がより長い歴
史があり，会社名もより強いブランドとして現地に定着していることと関係があるのではない
かと考えられる。また明確な根拠に依拠するわけではないが，賃金レベルにも差異があること
が考えられる。ある日系企業からは，自社の3倍の報酬を提示され，他社に電機系のスペシャ
リストを引き抜かれた経験があるとの話が得られた。日系メーカーにおけるインタビュー対応
者の印象では，ブラジル人材の特性は，長期間一つの企業に定着して内部昇進していく日本的
なモデルよりは，好条件の企業を求めて企業間を移動していく欧米的なモデルに近いというも
のであった。ただ管理者の内部昇進については，日系，欧州系ともに内部昇進管理者が大きな
割合を占め，外部からの管理職の登用が積極的に行われているわけではなかった。
　欧米においては，管理者と労働者との間のコミュニケーションギャップがカイゼン活動を定
着させていく上での障壁となっている，ということがしばしば聞かれる。しかしながら，ここ
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ブラジルでそのようなコミュニケーションギャップの存在は聞かれなかった。その一方で，大
卒以上と高卒以下の人材の間での能力や意識（向上心）のギッヤプは日本と比べると大きいと
の意見は聞かれた。さらに，異部門間の人材移動，とりわけスタッフと現場との間の異動が困
難であるとの意見も日系メーカーから聞かれた。これはジョブローテーションをした際に給料
を下げることはできないというブラジル国内の法律上の問題とも関係している。ゆえに，管理
系で高い給料をもらっている人材をライン職場に異動させようとしても，現職よりも給料が下
がってしまうポストに異動させることはできないとのことであった。
　短期雇用者については，欧州系よりは日系の方が活用に積極的であることが窺える。ただし，
短期雇用者については法律上の規制があり，原則として90日以内，特定の基準では6カ月以
内と定められていた。ある日系企業では，人材派遣会社を介して労働者を調達し，90日間を
試用期間として適正な人材のみを企業内に残すという方法を採用していた。
　賃金・評価システムについては，日系と欧州系との間で比較的明確な差異が存在した。欧州
系メーカーにおいては，管理職（マネージャー以上）の評価はグループ内のグローバル標準で
ある評価基準が適用されていた。たとえば，E3においては，個人の成果50％，企業のグロー
バルレベルでの成果25％，工場レベルでの成果25％という奉準が用いられていた。またマネー
ジャーやダイレクターへの登用については，ドイッ本社の人材が直接コミュニケーションをと
り，パフォーマンスを観察するというシステムが用いられていた。またE4のように，成果指
標となるKPIsの設定にバランスト・スコアカードが用いられているケースもあった。それに
対し，日系メーカーにおいてグローバル標準の人事評価システムを用いている会社は存在しな
かった。日系メーカーの評価尺度は，日本で用いられているものをベースとし，それをローカ
ルの人材がアレンジする形で用いられていた。現地管理職の登用については，本社の人材が直
接関与するのではなく，現地駐在員と現地管理者との間でのコミュニケーションに依存するシ
ステムとなっていた。
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2）人材育成システム
表8　人材育成システムとトレーニング教材
人材育成システム　・OJTで駐在員が手取り足取り教えている。まだ経験が浅く，規模が小さいのでOff－JTのプラグラム
　　　　　　　　　　を組めるような現地スタッフがいない。
　　　　　　　　　・トレーニング教材についての特別なサポートが本社からあるわけではなく，駐在員と現地スタッフが
　　　　　　　　　　共同で試行錯誤している。
人材育成システム
トレーニング教材
・日本からサポート人材が来た際に現地の人材が一緒に働きながらOJTをしてもらっている。
・目本で作成された行動規範のマニュアルを現地で訳して使っている。他拠点での改善事例や新しい治
具についてビデオで配信する仕組みがある。
人材育成システム　・工場内に研修センターがあり，そこに実車や工具の限度見本などが用意されている。新人はそこで1
　　　　　　　　　　週間の研修を受ける。
　　　　　　　　　・品質の要点などが写真付きで解説してあるテキストを用いている。これは日本の本社ではなく，現地
　　　　　　　　　　顧客と現地スタッフが共同で作成した。
トレーニング教材
人材育成システム
トレーニング教材
人材育成システム
トレーニング教材
・各部門に配置された後に会社理念やカイゼン方法などを研修で教え込んでいく。ブラジル人を日本に
送り，一年間ぐらい実際に体験・経験させるというプログラムもある。
・日本でQC分析手法などについてのテキストを開発している。
・トレーニングマトリックスといった現場で使われている手法はグローバル標準生産システムの一部で
ある。本社は異なる2つの拠点で一定期間研修を行うというグローバル・プログラムを提供している。
・トレーニング教材はドイツ本社かブラジル本祉で開発されたものを用いており，現地で開発されたも
のはほとんどない。
・現場のO”はローカルで実施し，本社は管理者向けにリーダーシップ，人間関係，指導方法などの
グローバル標準トレーニングを提供している。
・生産プロセスについてはグローバル標準のテキストがあり，そこに生産関連のデータやグラフなどが
パワーポイントでまとめてある。
人材育成システム　・ドイツ本社にグローバル標準生産システムを統括する部門があり，その支部が現地拠点にある。その
　　　　　　　　　　支部の人間が現地の各部門管理者をトレーニングし，管理者が各部門で展開していく。現地に自社の
　　　　　　　　　　大学を有しており，そこで生産プロセスや管理手法，語学教育を提供している。
　　　　　　　　　・トレーニングに用いられる教材のほぼ50％は本社で開発され，残りの50％は現地で開発される。本
　　　　　　　　　　社で開発されたものが現地では異なる形で用いられることもある。
人材育成システム ・ドイツ本社のグローバル標準生産システムをペースとしたトレーニングシステムがある。本社でエキ
スパートをトレーニングし，そのエキスパートが現地の各部門でファシリテーターとなる。
・ドイツ本社で開発されたグローバル標準システムをべ一スとしたテキストを用いている。
表8に示されているように，人材トレーニングに関して，グローバルレベルで規模の大きい
欧州系については，より体系的なグローバル標準に依拠したトレーニングシステムを有してい
た。それに対し，日系企業はより現場ベースのOJTに依拠したトレーニングシステムを有し
ていた。これは本国である日本と欧州におけるトレーニングメソッドそのものの差異を反映し
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たものであると思われる。日本の製造業では，三現主義を念頭に掲げ，日々の実践やコミュニ
ケーションを通したトレーニングが重視される傾向がある（Koike　1994）。しかしそのような
スタイルは人間関係とコミュニケーションの深度に大きく左右されるため，海外現地工場にお
いて日本と同様の効果を出すことはなかなか難しい（青木2011）。J3のように現場の一角に
トレーニングセンターを設け，そこで製品や設備といった現物を用いたシミュレーション型の
Off－JTの仕組みを設けることは，そのような限界を克服する一つの方法であると思われる。　J4
のような規模の大きな企業では，日本本社を中心としたグローバルベースの人材育成（日本研
修）プログラムを有していた。
　一方，欧州系企業においては，現場で用いられるトレーニングマトリックスから管理者向け
のトレーニングプログラムに至るまでグローバルで標準化されたシステムが用いられる傾向が
みられた。E3については，各拠点の管理者はグローバル標準として共通のトレーニング（工
場長レベル3日，管理者レベル6日，監督者レベル5日，班長レベル3日，作業者レベル1時
間）を受講することが義務付けられていた。ここではビデオやパワーポイント，さらには現場
実習などが用いられていた。グローバル分業型マザー工場システムを有しているE2において
は，イギリスが人材育成の本社となっており，ブラジルからイギリスへと管理者開発研修に人
を送っていた。この研修においては，世界各国の拠点から管理者が集まるため，それを通して
拠点間の人的ネットワークを充実させていくことも可能となるという。このようにして，グロー
バルの事情に精通した次世代リーダーを育てていた。
　トレーニング教材についても，日系メL・一カーと比較し，欧州系メーカーの方がよりグローバ
ル共通テキストを用いている傾向が見られた。これもテキストベースよりは，実践ベースのト
レーニングを重視する日本の慣行を反映したものであると言えよう。しかしながら，先に述べ
たコミュニケーションの限界から，海外現地経営においてはOJTをサポートするテキストの
重要性は大きなものであると考えられる。J3のように，日本の系列ベースの企業間関係（Aoki
and　Lelmerfors　2012）を活かし，現地で顧客と共同でトレーニングテキストを開発している
ケースも見られた。それに対し，欧州系メーカーの場合は，グローバル標準生産システムの
一環として本社主導でトレーニング教材が開発されている傾向が強い。しかしながら，強い現
地イニシアチブを有するE2においては，現場で用いられるインストラクション・ドキュメン
トを自分たちで独自に開発した見える化の仕組み（マシンレイアウトのボードに記してある4
色のチェックポイント）と連動させるといった取り組みがローカルで行われていた。これと似
たような取組（写真やイラストを用いた見える化の取組）は，E1といった他の欧州系メーカー
の品質ゲート（品質チェックポイント）でも用いられており，全般的に欧州系の現場の方がよ
り見える化の取組に積極的であるとの印象を受けた。
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3）労働組合
表9　労働組合の組織率と交渉力
組合組織軍 組合の交渉力
J1 約50％ ・賃金交渉では強い交渉力を有するが，生産プロセスやカイゼンに関与することはない。
約1％ ・工場内の組合の交渉力は強くはないが，賃金上昇率は産業ベースで決まる。組合が生産プJ2
ロセスやカイゼンに関与することはない。
全員から代表者10名 ・賃金交渉では強い交渉力を有するが，生産プロセスやカイゼンに関与することはない。成
」3
を選出 果配分ではかなりの額を提示してくる。
全員加入が義務付けら ・賃金交渉では強い交渉力を有するが，生産プロセスやカイゼンに関与してくることはない。
J4
れている しかしながら生産条件の変更については丁寧に説明することを心がけている。
E1 約80％ ・組合の関心は賃金交渉のみで，生産プロセスやカイゼンに関与することはない。
約40％ ・さほど強い力を組合が有するわけではないが年々強くなってきている。賃金上昇率は産業E2
べ一スで決定する。生産プロセスやカイゼンに関与することはない。
間接参加：約70％； ・労働組合のカは強く，賃金のみならず，生産プロセスやカイゼン活動にも関与してくる。
E3
直接参加：約2％ 組合の中でカイゼン講座などを実施している。
労働者：100％； ・労働組合の力は強く，賃金のみならず，生産プロセスやカイゼン活動にも関与してくる。
E4
スタッフ：50％
　表9は労働組合の状況を示している。ブラジルの労働組合は産業別に分かれており，たと
えば自動車であれば金属労組，金属系の自動車部品であれば金属部品労組と交渉することとな
る。賃金上昇率については，産業別労組の地域連合と企業代表とで交渉し，そこで決定した賃
金上昇率が一律でその地域の企業に適用されることとなる。会社内では，この賃率は組合員で
あろうと非組合員であろうと関係なく適用される。それに対して，ボーナス（成果配分）につ
いては企業別の交渉となる。ここでの組合の交渉力や交渉の範囲は地域によって異なってくる。
E3やE4が属する地域は早い時期から産業が発達してきた地域であり，政治的な事情もあり
非常に強力な組合を有している。これら地域における組合は賃金関係のみならず，生産プロ
セスやカイゼン活動などにも積極的に関与してくる。E4のインタビュー対応者は，カイゼン
活動を実施しても実際に人減らしと結びつくような施策は採用することができないと語ってい
る。E3は組合向けのカイゼン講座を実施するなどして理解を求めていた。それに対して，他
の地域に属する企業で同様の問題は聞かれていない。ラインストップ，ラインスピードの上昇，
従業員の解雇などについては，組合の承認がなくとも実施可能とのことであった。
　しかしながら，組合の交渉力以前の問題として，従業員のモラールや日常のコミュニケーショ
ンの問題には各社とも配慮を見せていた。J3のインタビュー対応者は，組合の代表となる従
業員と常日頃から接している自社の管理者の姿勢が労使関係の円滑化には不可欠であると語っ
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ている。そのため，　J3では，従業員に対するコミュニケーションのあり方などについて，マネー
ジャーとアシスタントマネージャーに対する教育を定期的に実施していた。J2では，毎月そ
の月が誕生日の従業員と経営幹部との間でランチミ・・…ティングを実施していた。またE2にお
いては，ほぼ毎週10－30人の従業員と工場長が1時間の対話を行い，会社の将来性や賃金な
どに対する苦情を話し合っていた。E2にあっては，無記名で苦情を投稿するボックスがあり，
それに対する答えは社員食堂のボードに張り出されることとなっていた。
1V　おわりに
　以上でブラジル日系・欧州系メーカーにおけるマネジメントの現状を，グローバル化とロー
カル化のバランシングという点に焦点を当て見てきた。以下では，人の現地化，生産システム
の現地化，設備と材料の現地化という3つの点に注目し，それぞれの調査結果をまとめていく。
　まず人の現地化については，本国中心型を特徴とする日系メーカーに対し，欧州メーカーに
おいてはよりネットワーク志向が強いことが観察できた。日本メーカーにおいては，日本本国
から現地へのサポート人材の派遣と，現地から日本への研修人材の送り出しという形での2国
間の人材の移動が中心的であった。現地駐在員も日本以外の拠点からの人材は用いられてはい
なかった。それに対し，欧州メーカーは，本国以外の拠点からの現地駐在員の活用，本国以外
の拠点を活用したグローバル研修システムという形でネットワーク型の人材活用が行われてい
た。E2にあってはグローバル分業型のマザー工場システムが用いられていた。現地への権限
委譲という点についても，日系メーカーにおいては全て日本人がトップの地位を占めているの
に対し，欧州系メーカーはE4以外の全てで現地人がトップとなっていた。これは現地経営の
歴史の長さということと大きく関係してくると思われるが，日本企業の海外戦略そのものが日
本中心のものとして展開されていることとも関係していると思われる。
　人の側面についてもう一点特徴的な結果を述べると，欧州系メーカーの方がよりグローバル
標準の人事評価システムを発展させていた。ここの部分は上の記述とは対照的により本国中心
のシステムを欧州企業は有していた。人材育成テキストなどについても欧州企業の方が本国中
心の標準テキストをより積極的に活用する傾向にあった。これについては，現場志向，実践志
向の強い日本型と，標準化志向，ドキュメント化志向の強い欧州型という形で大きく特徴を整
理することができよう。現場志向，実践志向という慣行がこれまで日本企業の高い競争力を支
えてきたことは，すでに多くの研究によ，り指摘されてきたことである（Kenny　and　Florida　1993；
Liker　2004；Womack，　Jones　and　Roos　1990）。しかしながら，そのような慣行は日本独自のコン
テクストに深く根付いているため，容易に海外へと展開されうるものではない（Aoki　200＆青
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木2011）。グローバル化の進展した現代においては，伝統的な日本型システムを欧州型システ
ムを用いていかに補完していくか，という戦略も必要とされているということができよう。
　次に生産システムの現地化へと視点を移そう。ここでも人事評価制度と同じく欧州系メー
カーはグローバル標準生産システムをより積極的に展開している傾向が見られた。ここでいう
標準システムとは，いわゆる量産重視の伝統的な欧州型システムではない。調査対象となっ
た欧州系メーカーはいずれも，一個流しと同期化生産，中間在庫の極小化，見える化を通した
品質管理といった点で本国と同等あるいはそれ以上に「日本的エッセンス」（欧米流にいえば
lean　concept）を取り入れた生産ラインを実現していた。ドイツ系メーカーに限定して言えば，
そもそも本国ドイッにおいて，日本的システム（あるいはトヨタシステム）のエッセンスを取
り入れたグローバル標準生産システムの発展に近年力を入れてきている。これは単なる現場管
理や生産管理の手法の導入のみならず，E3のように方針管理といった企業全体レベルと現場レ
ベルとのリンクを意識した包括的なレベルで日本的システム導入を試みているケースもある。
　ただ実際の現場レベルやカイゼン活動の実践を見てみると，日本と同様のボトムアップ的な
活動が展開されているわけではない。表3からわかるように，QCサークルのような全員参加
型の活動を展開している欧州系メーカーは存在しなかった。カイゼン活動はあくまでも管理・
監督者主導で展開されている。ここで注目すべきは，このような差異があるにもかかわらず，
見える化，5S，　TPMといった草の根的な活動がかなり高いレベルで欧州系メーカーにおいて
は定着していたという点である。欧州メーカーのインタビュー対応者の中には，このような活
動の定着性は本国以上のレベルであると自信を見せている者も存在する。最先端のものを追求
する強いマネジメントイニシアチブ，高卒以下と大卒以上との間の意識や能力レベルのギッヤ
プといったブラジル特有のコンテクストを考慮するのであれば，マネジメント主導という点に
おいて日系が欧州系から学ぶべき要素は少なくないのではないか。
　その一方で，欧州系には労働組合からの制約という問題点もある。古くから金属産業の発達
した地域，たとえばサンパウロ近郊のABC地域では，より交渉力の強い組合が存在し，カイ
ゼン活動を進展させる上で少なからぬ障壁が存在することが窺えた。その点，後発参入の日系
企業は比較的自由に立地を選ぶことができ，そのような制約を避けることが可能となっていた。
さらに言えば，長期を見据えた人材育成という点からは，全員参加型の日本的取組にも大きな
メリットを窺うことができる。現場レベルにまでに渡る丁寧な指導を通して組織全体の素地（全
員参加型のカイゼン能力など）を作っておけば，より持続的な競争優位性の構築が可能となる
と思われる。このような点からの日系メーカーの課題としては，労働移動率を抑制するような
施策の導入という点を挙げることができる。
　最後に設備と材料の現地化という点については，現地経営の歴史が長い欧州メー・一カーの方が
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より現地化への取り組みが進んでいることが観察できた。日系メーカーが設備・金型開発の多
くを日本本国に依拠しているのに対し，欧州メーカーはグローバル調達とローカル調達につい
ての比較的明確な分業体制を発展させていた。欧州メーカーの金型調達にあっては，開発から
製造に至るまでかなりの程度の責任が現地に移譲されていた。これは欧州メーカーの方が生産
規模が大きく，現地ベースの開発センターを有していることなどとも関係しているであろう。
設備や金型の現調化については，’ 卲nメーカーの多くが重要な課題として認識していた。欧州
メーカーの先行事例があることから，設備や金型開発についてのある程度の素地が現地にある
ことが想像できる。この分野では今後日系メーカーのローカル化の進展がある程度急速に進ん
でいくことが予想される。
　最後にグローバル化とローカル化のバラシングという点について日本企業の課題について触
れたい。欧州メーカーの標準化，ドキュメント化重視のグローバル戦略は，ブラジル特有のコ
ンテクスト（最先端のものを追求する強いマネジメントイニシアチブ，高卒以下と大卒以上の
意識や能力レベルのギッヤプなど）の下では一定の有効性を持ちうることが確認できた。現代
自動車による現地生産の本格化，トヨタによる新工場開始という急速に拡大しつつあるブラジ
ル自動車産業の現状を考えるのであれば，スピードという要素が今後より重要となってくると
思われる。その点においては，欧州型モデルから日系メーカーが学ぶべき要素はかなり大きい
と言える。その一方で，より長期的観点から日系メーカー独自の強みを築いていくのであれば
現場志向，実践志向の人材育成といった点も重視していくべきであろう。このようなスタイル
は，スピードという点では劣るかもしれないが，カイゼン活動の持続可能性を維持するより強
い組織体質を構築する上では大きなメリットがあると考えられる。現にE3のような欧州メー
カーはボトムアップ的取組の拡大といった点を今後の課題と考えていた。OJT重視の日本型
モデルをOff－JTなどを通してサポートしていくためには，グローバル共通トレーニングテキ
ストの開発など本社レベルのより大きなサポートが必要となると考えられる。欧州的なモデル
を取り入れつつ日本型システムの現地化をどのような形で模索していくのか，本社レベルも含
めた海外戦略の再検討が必要とされる時期に来ているということができよう。
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